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第４回「富津市経営改革会議」会議録 

発言者 発言内容 

堺谷会長 

小柴行政管理課

長 

堺谷会長 

大塚委員 

ただ今から、第４回富津市経営改革会議を開催いたします。 

 議題に入る前に会議録の確定に伴う署名人の選出につきまして、私

の方から指名をさせていただきます。 

今回の会議録の署名につきましては、原田副会長、落合委員よろし

くお願いします。 

それでは、早速議題に入ります。議題（１）の緊急改革についてで

ございます。 

最初に資料１「平成２６年度収納状況」、これは１２月末現在という

ことですが、これについて説明をお願いします。 

それでは、資料１の「平成２６年度収納状況」についてご説明申し

上げます。 

「税の徴収率の向上」に係る１２月末現在の収納状況をご報告しま

す。 

まず、１ページ、市税の収納状況ですが、表右端「収納率」の「比

較」の欄、最上段の市税合計ですが、対前年度比で１．１０％の増、

下段の現年度分が、対前年度比０．８５％の増、その下の滞納繰越分

が、対前年度比０．７９％の増となっている状況でございます。 

次に、裏面の２ページをご覧ください。 

国民健康保険税・後期高齢者医療保険料・介護保険料の収納状況で

すが、同じく表右端「収納率」の「比較」の欄、最上段の国民健康保

険税全体ですが、対前年度比で０．８９％の減、下段の現年度分が、

対前年度比０．６４％の増、その下の滞納繰越分が、対前年度比１．

５７％の減となっている状況でございます。 

次に、後期高齢者医療保険料全体ですが、対前年度比で２．２４％

の増、次の現年度分が、対前年度比０．２９％の増、その下の滞納繰

越分が、対前年度比９．４３％の減となっている状況でございます。

次に、介護保険料全体ですが、対前年度比０．２７％の減、下段の

現年度分が、対前年度比０．１２％の減、その下の滞納繰越分が、対

前年度比０．４０％の減となっている状況でございます。 

以上が、１２月末現在の収納状況でございます。 

ありがとうございました。 

それでは、資料 1について今説明があったわけですが、今の報告に

ついてご意見等お願いしたいと思います。 

大塚委員 

大塚です。 

一応数字というよりは、追加で情報をいただきたいのですが、前回

ご報告いただいた対策本部を設置されたというように伺っておりま

すけれども、先月から今月に至るまでの対策本部の活動状況について

お教えいただけないでしょうか。 
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堺谷会長 

磯貝市民部長 

堺谷会長 

小泉総務部長 

堺谷会長 

大塚委員 

堺谷会長 

磯貝市民部長 

大塚委員 

市民部長 

それでは、対策本部を１２月に設置いたしまして、その後の活動状

況ということでございます。昨日までの間に２回ほど対策本部の会議

を実施しております。内容につきましては、税の徴収率の報告、また、

現在進めている税の収納関係の進捗状況、これについて対策本部で会

議を行いまして、最終的に本部長に税の徴収率等について報告をいた

してございます。 

以上です。 

総務部長 

私の方から、人員の関係の強化、更なる強化を申し上げます。 

更なる強化を図るために、１月２０日付けで収税担当経験者５名の

増員をいたしました。 

以上でございます。 

大塚委員 

ありがとうございます。 

一応対策として、今人員の増員を行ったという報告をいただきまし

た。そこはある程度対策を進めていただいているというように思いま

すが、その前の報告で、対策本部の活動としては収税状況の報告が行

われたという話だったのですが、前回のこの会議でも、具体的な対策

としてこういうことをやってはどうかという話も出させていただき

ました。現実に必要なものは「対策」です、報告ではなくて。対策と

してどのようなものが検討されているのか教えていただけないでし

ょうか。 

市民部長 

お答えします。 

現年度分を中心に、まず対策を行っていくということでお答えして

ございます。１２月８日に、現年度分の税の滞納、未納者に対しまし

て催告書を約１，１００件送付いたしました。これに対する収納の状

況でございますけれども、納税または相談等の反応のあった方が、約

５７％ございました。そして、滞納額に対する収納額でございますけ

れども、５０％弱、具体的には４８％の税の納付がございました。 

そして、次の段階といたしまして、この反応の無かった残る方々に

対して、所得調査等を進めていくと、このように考えております。 

以上でございます。 

その対策をとにかく早急に、なおかつ強力に進めていただくという
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堺谷会長 

磯貝市民部長 

大塚委員 

堺谷会長 

落合委員 

堺谷会長 

磯貝市民部長 

堺谷会長 

落合委員 

堺谷会長 

笠原委員 

村上納税課長 

ことは続けていただきたいと思います。ですから、後は最終的なとこ

ろまで予測はできていないかと思いますが、最終的な徴収率の改善度

合いというか、結局平均に満たなかった部分がどの程度改善される見

込みであるとか、そういった部分についてはある程度見込みは立って

きているのでしょうか。 

市民部長 

今年度の緊急対策につきましては、昨年度の収納率に対しまして

１％以上ということで、これは必ず１％以上、数字的には９１．１％

以上、これは確実に達成したいということで現在進めております。 

分かりました。 

他にどうですか。 

落合委員 

落合です。 

今の話は、税だけでしょうか。それとも国保税も含んでの話でしょ

うか。それを確認させてください。 

市民部長 

催告書約１，１００件送付いたしました。これは、国保税も含んで

おります。そして収納状況の約半分と申し上げました。これも国保税

等も含んでございます。 

以上です。 

落合委員 

ありがとうございます。 

他にどうでしょうか。 

笠原委員 

前回も１％なんて言わずに、全国平均を上回るところを是非目指し

ていただきたいということをお願いしましたが、その１％をとりあえ

ず確保するということで頑張っていただいているということですが、

大体その催告書を送っている方たちは、払えるけど払わないという人

がほとんどですか。あるいは、本当に払えない、でも大体税金という

のは所得に対して掛けられるものだから、払えないはずがないという

のが理屈ですが、現実問題はどうでしょうか。 

現実問題ということでございますけれども、ただ今市民部長からも
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笠原委員 

村上納税課長 

笠原委員 

村上納税課長 

笠原委員 

堺谷会長 

原田副会長 

話がありましたとおり、約半数の方は即反応が来ております。こうい

った方たちは払える方たちだと思います。後は、払えても払わない方

たちにつきましては、今給与調査、財産調査を行っております。その

結果、通知が行きますと必ず反応があります。それで払える方につき

ましては、その場で払っていただきますけれども、そのような方では

ない方につきましては、差し押させをさせていただきまして、徴収す

るということになります。ほとんどの方がそのような、半分半分とい

うことが正直なところになります。 

大分反応はあるわけですね。 

はい。今回出した結果としては、そのように反応が出ています。 

昨日たまたまテレビで徴税Ｇメンのドキュメンタリーをやってい

て、非常に小気味良く、あれはいいところだけ放映しているというこ

とかもしれませんが、その中で、払えない方というのが多重債務者、

いわゆる金融会社から過大な利子を請求されて、それに追いまくられ

て払えなくなってしまっているという方が非常に多いと。そういった

場合に、ファイナンシャルプランナーというか、「債務をこのように

まとめなさい。恐らく過払いになっています。」というようなことを、

徴税Ｇメンが、取り立てるばかりではなくて、アドバイスをしている

というようなことを言っていました。是非そういう活動も踏み込んで

やっていただきたいと思いますが、現実にはいかがでしょうか。 

現実には私どもの納付相談に参ります。そうしますと、どうしても

多重債務といった方たちもいらっしゃいます。そういう方たちにつき

ましては、分納なりの誓約をいただきます。それと併せて商工観光課

で行っております「消費者相談」あるいは、社会福祉協議会で行って

おります「法律無料相談」、これらもございますので横の連携を取り

ながら対応させていただいているところでございます。 

以上でございます。 

ありがとうございます。 

他にどうですか。ご意見ありましたら。 

原田副会長 

いろいろ努力を積み重ねてきているというのはよく分かったので

すが、税目によっては、そもそも所得の有る無しにかかわらず納税し

なければならないものがあるというところがあると思っています。要

するに固定資産税などについては、払えない人というのは現にいると

思いますが、そういうものについて具体的にどういう取り組みをして

おられるのでしょうか。先ほどのご説明ですと、税目にかかわらず催

告書を送付したりしているようにお見受けしましたが、その辺りにつ
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村上納税課長 

堺谷会長 

佐久間市長 

いて具体的に何か、税によって違う取扱いをしているとかその辺りに

ついてお話しいただけますか。 

税によって違うかというお話ですけれども、固定資産税、住民税そ

れぞれ多分重複している方がいると思います。そのような高額になっ

た方につきましては、当然固定資産が有るか無いかにつきまして、固

定資産の差し押さえをさせていただいております。その中で、分納誓

約を取りまして、分納ということでやっております。 

なお、その分納が不履行になった場合は、それぞれ最終的には処分

させていただいております。 

他によろしいですか。 

それでは、特に無いようですので、収納関係については引き続き取

り組みをお願いします。また、報告もお願いしたいと思います。 

次に、資料の２番目「市の予算編成状況について」でございますが、

これは、平成２６年度の今の決算の見込みに係る部分と、来年度予算

の編成状況に係る部分と両方ございますが、緊急改革としては、２６

年度決算をまず該当するし、それを踏まえて来年度予算はどうなのか

という関連がありますので、こういう資料でまとめていただいたわけ

ですが、早速この予算編成状況についての報告、説明をお願いします。

佐久間市長、どうぞ。 

それでは、私から市の予算編成状況についてご説明申し上げます。

資料２をご覧ください。 

まず、最初に１月２０日に取りまとめた本年度決算見込みの概要に

ついて、ご説明いたします。 

まず、歳入では、個人市民税、市たばこ税が減収見込みであります

が、法人市民税の増収及び緊急改革による徴収率の向上などにより、

当初予算額を確保できる見込みであります。 

歳出では、生活保護費をはじめとする社会保障費の増加が見込まれ

るものの、一般職の県人事委員会勧告に準じた給与改定については、

その実施時期を平成２７年４月１日に１年先送りするなどの措置に

より、歳出の執行残をできる限り確保いたします。 

また、史上最低金利の状況にあることから、今年度末の職員の大幅

減に伴う退職手当債を活用して、５億円程度を財政調整基金に積み立

てるとともに、今年度決算余剰金を１億円以上確保できる見込であり

ます。これによりまして、本年度末財政調整基金残高６億円以上を確

保できることになり、次年度以降につながる持続可能な財政構造への

転換の第１歩といたします。 

次に、「２ 平成２７年度当初予算の編成状況」をご覧ください。 

８月に公表した来年度以降の収支不足を解消するため、平成２７年

度予算要求については、新しい手法として一般財源総額を包括枠配分

方式としましたが、１１月の要求総額では、枠外要求とした普通建設

事業費を含む財源不足額が５億円を超えたところであります。 
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堺谷会長 

大塚委員 

このため、当該年度の歳入をもって歳出を賄うという予算編成方針

に則り「経営改革元年」の予算とするため、昨年末から私の指示のも

と例年以上の厳しい査定を行っております。 

その結果、財政調整基金に手をつけずに１５０億台の予算規模で収

支均衡予算が編成できる見込みとなったところであります。 

当初予算における主な措置は次のとおりであります。 

（１）歳入では、一般財源確保のため、市税徴収率を県平均の徴収

率９２．７％以上を目指し徴収体制を強化するなどにより、税収を確

保します。 

また、ふるさと納税の拡充、特定目的基金、地方債の活用などによ

り財源を確保します。 

（２）歳出①特別職報酬の引下げについては、私をはじめとする常

勤特別職が経営改革を断行する意志を市民及び職員に示すため、その

報酬を条例上の規定から３０％引き下げる方針であります。

②一般職人件費の適正化については、新たな定員適正化計画に基づ

き職員数を大幅に削減するとともに、平成２６年度限りとした地域手

当の４％削減については、当分の間継続する方針であります。 

③市民参加による「富津市事業仕分け」を新たに実施いたします。

④区長などの報酬について、類似団体等の状況を考慮し適正水準と

する方針であります。 

⑤土地の借り上げ料の適正化については、土地貸付料とのバランス

を考慮し、市の統一的な算定基準を定める。 

⑥普通建設事業については、既存公共施設の維持補修に重点を置

き、児童、生徒の環境の改善や市民の安全・安心のための事業、定住

環境整備に重点配分するということでございます。

⑦負担金補助及び交付金については、事業内容や決算状況等を再度

精査し、各種団体からの脱会や補助等の減額、休止を行う。 

以上で、市の予算編成状況についての私からのご説明といたします

けれども、重ねて、平成２７年度を「経営改革元年」の予算として、

持続可能な財政構造への転換に向けて不退転の決意をもって経営改

革を断行して参ります。 

以上です。 

ありがとうございました。 

今、来年度の市の予算編成状況という市長からの話の中で、今年度

の決算の見込みも触れられていたわけですが、市長のリーダーシップ

の下、これから内容については更にまとめて議会ということになると

思いますが、その大枠についての話がありました。今の市長の説明に

ついて、皆さんのご意見をお願いしたいと思います。 

大塚委員 

毎回口火を切るようなかたちになってしまっていますが、今のご説

明いただいた今年度の収支見込、まず１枚目の資料ですが、この中で

３段落目「退職手当債を活用して５億程度」ということを書いてある
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重城財政課長 

大塚委員 

重城財政課長 

大塚委員 

重城財政課長 

大塚委員 

のは、５億円借金したということでよろしいですか。 

財政課長重城です。お答えいたします。 

制度上認められている退職手当債の起債でございます。 

その下の見込みを見ると、歳入が８月の公表された見込みに比べて

５億強多くなっている。この５億というのは今言われた借金の５億と

考えてよろしいですか。 

退職手当債の総額、負債額につきましてはまだ確定していませんの

で、４億台だと今のところ思われます。それを上回る額として５億と

いうような記載にしております。 

それにしても、歳出自体は、４億見込よりも多くなってしまってい

るわけですよね。 

この歳出につきましては、当然今５億程度を財政調整基金に積み立

てするという行為が歳出総額に入ってきますので、歳入歳出に占める

主な要因につきましては、今大塚委員のおっしゃった歳入歳出の増額

になります。 

一応借金をして基金を積み増しして何とか残高を確保したという

ことだろうと思いますが、ただ、借金は借金であってそこは心配な点

であるというように思います。 

更に、これは質問というより意見になるかと思いますが、こういっ

た財政用語で一般の住民の方には分かりにくくなってしまいますが、

裏面の２行目で「地方債の活用」、先ほども活用というように言われ

ますが、結局地方債を活用するということは、借金をするということ

だろうと思います。ですから、そういった中で、結局借金をして財源

を確保したとしても将来的には返さなければいけない。確かに交付税

措置があるものが多くて、将来的には国の方が負担はしてくれるとし

ても、１００％負担してくれるものは決して多くないだろうと思いま

す。更に、例え国が１００％補償してくれたとしても、それ以外の基

準の交付税が減ってしまえば結局丸々、これはよく言われる交付税措

置があればという話をよく聞きますが、現実問題として借金は借金で

あって、最終的には富津市が返さなければいけないものが増えてくる

と考えると、将来見込みの中に地方債の活用まで含めてその財源を確

保すると書いてある点は、少し気になる点ではあるわけです。 

ですからできるだけ、現時点で以前私自身も報告させていただいた

ように、富津市自体決して今の時点で借金が極端に多いという状態に

はなっていないですが、ただ、そうなり得る要因があるわけで、特に

今回も対策の中でその地方債の活用ということを挙げられてくると、

将来的には、その借金を増やしていくことによって財源を確保してと

いうことになると、むしろ財政的には厳しくなってくる可能性はあ
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堺谷会長 

重城財政課長 

堺谷会長 

重城財政課長 

堺谷会長 

る。ですから、私個人としては、極力財源に関して地方債は考えない

で進めていただくということが必要じゃないかというように思って

います。国側もこの後問題になるであろうインフラに関しても、イン

フラを縮小するような場合の起債も新しく認めるという方針が出て

いて、そういった新しい地方債による資金調達も仕組みとしてはでき

るのでしょうが、できるからということと、やってよいことというの

は別だと思います。 

富津市の財政状況からすれば、とにかく極力将来負担を増やさない

ということが必要だろうと思いますので、そういった点で今回は基本

的には借金した分をそのまま積み増ししていますからお金はあるの

でしょうが、でも、将来的に職員の方が退職すれば退職金を払う支出

を伴う部分ですから、そのお金を別のものに使えるわけではないの

で、そういうことからすれば、見かけとしては財政的に何とか維持が

できたのかもしれませんが、この借金の部分、地方債の部分について

は少し注意が必要であろうなというように思います。 

これが感想というかたちになりました。 

特に、市の方はその辺の考えはありますか。 

ただ今の大塚委員の方からの、地方債の活用ということは非常に好

ましくないのではないかというご意見ですけど、国の地方財政計画に

基づく、例えば臨時財政対策債をはじめとする制度的に認められてい

る地方債、または、将来受益者がきちんといるような適債事業につい

ては今後も基本的には活用して参りたい。委員がおっしゃるとおり至

極ごもっともなことで、これから人口減少社会を向え、受益者が不明

確なものについては、できるだけ地方債に頼らない財政運営をしてい

きたいというように考えておりますが、来年度予算に向けて緊急改革

の中でご報告させていただいたところは、緊急的に来年度予算を編成

するための財源としての地方債と特定目的基金、その辺につきまして

も決して将来的な方針として書いているわけではなく、来年度予算を

編成するための財源として、次元として活用させていただいたという

ことでご了解いただきたいと思います。 

退職手当債を発行して貯金に回すのも、貯金がまずある程度確保し

ないと安定した財政運営ができないという意味では、今年度の緊急改

革としての対策ということで、地方債の活用在りきではなくて、地方

財政計画とかそういうものを見ながら、財政運営で必要なものに限定

してというように私は理解しますが、そういったことでよろしいです

か。 

はい。 

他にどうでしょうか。 

原田副会長 
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原田副会長 

堺谷会長 

重城財政課長 

堺谷会長 

磯貝市民部長 

大きく二点お伺いしたいのですが、２６年度の決算収支見込みのと

ころでまず一点お伺いしたいと思います。 

結論的には、今年度決算剰余金を１億以上確保できる見込みである

と、これはこれで大変結構なことだと思いますが、それはどういう要

因で生じたのかということです。要するに８月のときの見込みよりも

それなりに良い数字が出てきたということでありますが、これはどう

いうことによるものなのか。要するに持続可能な財政構造への転換の

第一歩ということでこれは結構なことですけれども、具体的に何か根

本的な取り組みをしたからこうなったのか、あるいは、景気の上振れ、

あるいは、この資料をよく見ると給与改定を次年度に先送りしている

わけですよね。本来やるべきことをやっていないので、市長はじめ皆

さんおられる中で恐縮ですが、その場しのぎというところがございま

すので、決して構造的に何か手立てを講じているというものではない

ので、その辺りについて、どういう要因でこういうことになっている

のかということについての認識をお聞かせいただきたいというのが

一点です。 

二点目ですが、２７年度当初予算の編成状況のうち歳入の方であり

ますけれども、市税徴収率を県平均の徴収率以上を目指すということ

をお示しいただいております。先ほどの笠原委員からのご意見、従前

からの笠原委員のご意見の中では、全国平均という話もあったわけで

すが、私などからすると県平均の徴収率を目指すというのは、これは

相当な努力がいることだと思っております。具体的にどういうように

徴収体制を強化するのか、具体的な内容について、現時点ではまだ検

討しておられる段階かもしれませんが、現段階のもので結構ですので

お示しいただければと思います。 

以上の二点となります。 

市の方からお願いします。 

原田委員の一点目のご質問にお答えします。 

中期収支見込で１，０００万の黒字であったものが、本資料では１

億以上となっている主な要因について、先ほどから話題になっており

ます税の徴収率の向上などによる収入増加分が概ね５，０００万、そ

れ以外のところにつきましては、執行残をこれだけ確保したというと

ころでございます。 

以上です。 

税の方ですね。市民部長、お願いします。 

二点目の徴収率の向上ということで、どのような体制でというご質

問ですが、具体的にはまず平成２７年度組織の改変を行います。その

中で現在徴収係という組織になっております。こちらを徴収対策室と

いう体制にする予定となっております。組織の方は既に決定されてお
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堺谷会長 

原田副会長 

堺谷会長 

落合委員 

ります。 

そして、加えまして第３回のときにも委員の方から国税のＯＢはと

いうことでお話がございました。そういう中で、東京国税局宛に市長

から職員の経験者の依頼、こちらをお願いしてございます。ですので、

加えて国税のＯＢ、こちらの方にも市に入っていただいてお願いした

いとこのような体制を考えております。 

以上です。 

原田副会長 

二点目については、ご説明いただいた内容で理解しました。ぜひそ

ういうことでよろしくお願いしたいと思っていますが、一点目のとこ

ろで、説明内容については分かりますが、要するに約１億の決算剰余

金というものの概ね半分が徴収率向上、これは従前からも指摘があ

り、市の方でもそういう方針で臨んでこられたわけですけれど、執行

残はどういうかたちで対応した結果なのか。少なくともこの資料でお

示しいただいているのは、先ほど私から申し上げましたけれども、給

与改定を先送りしているということなので、これは見解の相違かもし

れませんが、要は先送り、単に本来やるべきことを先送りしているに

過ぎないということなので、何が言いたいかというと、結局「構造的

なものには手を付けていない」ということを指摘として述べさせてい

ただきたいと思っています。 

他にどうですか。 

落合委員 

先ほど大塚委員が指摘されたことは、私も全面的に同じ考えです。

２６年度決算収支見込、２７年度の予算、予算の方については、課

長の方から、ふるさと納税の拡充、特定目的基金、地方債の活用が抜

本的な策ではなく、目先の策であるという回答をいただきましたの

で、そういう認識を持っておられるということで、私はそれで納得で

きます。最初の決算収支見込の話ですが、表のすぐ上に、「これによ

り、次年度以降につながる持続可能な財政構造への転換の第１歩とす

る。」ということが書いてありますが、借金をして貯金するだけで、

何でそれが持続可能な財政構造への転換の第１歩となのかという話

です。認識の話です。もちろん借金でもして、お金を取っておくとい

うことは重要だと思います、何かあった場合に困りますから。それを

財調として置いておくのか、それとも特定の目的預金として置いてお

くのか。その辺について検討していただきたいというのが、私のこれ

から話をするところです。 

借金をして財調に置いておくと来年は使わないかもしれませんが、

再来年通常の歳出の財源として使われる可能性もあります。そのため

に借金をするのではなくて、この５億円は、先々何かあったときのた

めに借金をしたのだと。今やるべきは、自助努力で歳入を増やし、歳
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堺谷会長 

財政課長 

堺谷会長 

落合委員 

出を減らし、それで財政構造を転換すべき話であって、借金をして貯

金をするということは別の話で、それをした理由は、先々将来のため

に、何かのときのために取っておくのだというようなことの認識が必

要なのではないかと私は考えます。 

ですので、財調に置いておくのではなくて、名称、目的は何でもい

いのですけれども、臨時の緊急対策、大きいトラブルがあったときの

ために特定目的に置きますとか、そういうような方に振り替えて置い

ておいた方がよいのではないかと考えますけれどもいかがでしょう

か。 

市の方はどうですか。 

財政課長 

財政課長です。 

今落合委員の財調の特定目的基金の考え方と、退職手当債について

の考え方ということで、まず退職手当債につきましては、委員おっし

ゃるとおり、今基金残高そのものが無い状態にあることから、今例え

ば災害にあったときに非常に不安定な財政状況にあると、それを直ち

に安定した状況に基金を積み増ししていかなければいけない、という

ような観点からこの方針を行おうとするところでございます。 

財政調整基金の地方財政法上の取り崩し要因としては、まず、災害

というように書いてございます。災害、または、地方債の繰り上げ償

還と大規模な建設事業等々となっておりますので、基本的に毎年度一

般基金と言われていながら実の運用としては、委員おっしゃるような

意味がありますが、災害に対応するため当然ある程度の基金残高が必

要であるというようなためにこの措置を行った。その措置を行った理

由といたしましては、史上最低金利にあることも、非常に大きな要因

でございます。 

ですので、特定目的基金の使い勝手が悪かったという反省がありま

すので、できるだけ災害等の臨時の財政需要に備えるためには、財政

調整基金を積み増ししていくというのが適切なのではないかと、今の

ところ考えております。 

落合委員 

私が心配しているのは、借金してお金が入ってきた、それを我々個

人レベルで言いますと、普通預金に置いておくといつか何かのときに

使う、２年後くらいにそれが使われてしまうのではないかとそれが心

配なのです。そういうことがありますので、定期預金か何かにしてお

いて別管理にしておくと。そういうことが必要なのではないかという

観点で申し上げていまして、その辺についてそういう認識を持ってお

られるということであるならば、私としては了解するところであると

いうことです。 
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堺谷会長 

重城財政課長 

堺谷会長 

佐久間市長 

堺谷会長 

落合委員 

堺谷会長 

笠原委員 

特に市の方、その辺は考えていますか。 

お答えいたします。 

落合委員の資金運用方法についてということではなく、取り崩しの

原因についてということでしたので、私からご説明させていただきま

す。 

ただ今、その場しのぎという考え方からしますと、今年度積み立て

て、来年度例えば当初予算で投資してしまうというのが、今までの残

念ながら市の財政運営でございました。それを真摯に反省するところ

から始めたいというところでございますので、今日市長がご説明しま

したとおり、来年度予算はまだ取りまとめ作業中でございますが、こ

の積み立てた基金を、来年度当初においては手を付けずにできる限り

今までに無い削減方策で、その中では将来につながるような策もある

というように考えております。それが大きな額かというのは、また今

後議会の方にご説明していくことになるかと思いますけれども、やは

り来年度に手を付けていないというのは、５年ぶりの措置でございま

す。当初予算で財調を取り崩ししなかったということは。そういうこ

とでご理解いただければ。場当たり的なという表現が適切かどうか分

かりませんが、財源が無いからといって直ちに取り崩さないように、

可能な限り運営して参りたいというように考えております。 

今の説明は市長、市の方針として、この改革自体がそういう観点に

立っていると思いますので、今の財政課長の答弁ですけれども、市長

の考えも同じということでよろしいですか。 

経営改革会議の最初に申し上げたとおり、今までのやり方ではまず

いだろうということを申し上げております。 

ですから、今担当の方から説明がありましたように、財政調整基金

につきましては、特に災害等の対応、緊急のものについて対応すると

いうことで考えております。 

ありがとうございました。 

落合委員、よろしいですか。 

はい。 

その他どうでしょうか。 

笠原委員 

いわゆる来年度の予算編成に当たって、とりあえずどうするかとい

う緊急の対策だと思いますので、とにかく人件費を削って、常勤特別

職の報酬は３０％カットして、査定を徹底して市長の指示の下やって

いくと。それから何かあったときに財布が空っぽでは困るから、とり

あえずは現金を持っておこうということでやられたということで、私
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堺谷会長 

落合委員 

堺谷会長 

小泉総務部長 

堺谷会長 

大塚委員 

は、緊急措置としてはよいと思います。ただ、ご指摘のとおりこれが

構造改革、体質改善をやったわけではないと、それはこれから頑張り

ますということで、取り組んでいただきたいと思います。 

とにかく、来年の予算はこの方針できちんとやっていただけるとい

うことなので、是非その方向でお願いしたいと思います。 

特によろしいですか。 

落合委員 

２７年度当初予算の歳出の「⑤土地の借り上げ料の適正化」とあり

ますけれども、前回の会議で使っていない建物の土地も借りていると

いうような話がありましたけれども、それは適正化でも何でもなく

て、間違っていることだと思います。見直しをするという話であって、

適正化の話ではないであろうと。バランスを取るとは何のバランスを

取るのか。使っているのか使っていないのか、使っていないのならば

やめる、使っているのであればその使用料についてバランスを取りな

がら決めるという話、そういうイメージでこれは書いてあるのでしょ

うか。 

市の方どうですか。 

小泉部長 

土地の賃借料の関係ですが、今落合委員のお話の中で二通りになろ

うかと思います。使っているところの賃借料、使っていないところの

賃借料ということになろうかと思います。 

まずは、統一を取るということにつきましては、賃借料全般に統一

を考え方、また、いろいろ過去の長い間の長期借りているものもござ

います。それの算定方法等こういうものを今、統一を図ろうというこ

とでこれは明記してございます。 

また、使っていないところにつきましては、それを統一化したうえ

で、使っていないといっても更地になっているわけではございません

ので、建物が建っている、これを壊すまで返すことができないだろう

と。交渉の中で値下げをしていただくとか、そういう交渉をしていく

というのも含んでいるということでございます。 

大塚委員 

私も歳出に関してもう一点ですが、歳出の「③事業仕分け」ですが、

こちらでも指摘させていただいたように、事業をある程度見直して経

費を減らしていかないといけないのは事実ですから、そういう意味で

仕分けをして不要なものを削っていくということが必要ですし、ここ

に積極的な意味があるということは私もそのとおりだと思います。 

ただ、これを現実に実施するときに、今回２７年度の緊急対策の中

に入れられているのですが、２７年度中に仕分けをして、２７年度中



14 

堺谷会長 

小泉総務部長 

堺谷会長 

大塚委員 

に事業を削減するということなのでしょうか。そう短期間にはできな

いような気はします。なおかつそれをやるとなると、単に事業評価を

するだけではなくて、その評価をした結果を現実の事業に反映させる

仕組みが無ければいけないわけで、いろいろ人が集まって、「これは

いるいらない」と議論しているだけで時間が経ってしまうと、緊急対

策にはならないのではないかということが危惧されます。 

また、ある意味これも非常に悪い言い方になってしまう部分もあり

ますが、この事業仕分けを市民の方、市民参加でやるとそこに投げて

しまって、そちらでなかなか結果が出ないからと言って話が進まない

方が私としては怖いです。むしろ、やはり実際にその事業をやってお

られる方が実情をよく分かっているはずですから、そういう点も踏ま

えて、市としての事業評価を早い段階で行って、緊急対策だというの

であれば、２７年度中に具体的にいろいろ事業のある意味改廃が行わ

れているという実績が出るような仕組みを作っていただかないと、緊

急対策としては意味が無いのかなというようにも思われます。この辺

も、まだここでは仕分けをするということしか挙がっていませんけれ

ども、もう少しここを具体的に精緻化して考えていただければと、あ

るいは、もう少し考えている部分があれば、ここの説明は１行だけで

すけれども、もう少し補足でお話を伺えるのであれば伺わせていただ

きたいと思います。 

総務部長 

事業仕分けということで考えていることがあるのかということで

すが、実際今現在では予算化に向けて、これは予算審査特別委員会も

今後経て参る工程がございますが、事業仕分けの項目を盛ったという

ことは事実でございます。それで来年度やって、結論的にはやはり準

備段階を早くからして、また全部の事業を一気にやれるわけではござ

いません。仕分けのテーブルに上げられるわけでもなく、また精査が

必要だと思います。その中でこの事業仕分けというものは、市民の方

の参加をいただいて、仕分け人と市の方の説明員その内容を聞き取っ

ていただいて、判断をしていくということの事業でございますので、

市民の方の判断がどのようなことかなという一つの問題提起と言い

ますか判断材料、また、最終的にはこれは市で決定するものですので

仕分けと言いつつも、そういうことで仕分けについては進んで行こう

という考え方で現在おります。 

また、仕分けだけに頼るわけではなく、事務事業の改善策として今

年度も一部やっているものがございますが、２７年度につきましても

継続的にこれはまた別に職員がやっていくと、そのような考えで進め

て行きたいと思っております。 

大塚委員 

今ご説明いただいたように、もし市の側で職員の方が中心となって
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堺谷会長 

小柴行政管理課

長 

事業評価を行っていくこともやっていかれるのであれば、その点も１

項目としてちゃんと挙げていただいた方がいいのかなというように

思います。それが無いと現実の事業の見直しが、緊急対策として具体

的にどのように行われるのかが、普通建設事業費とか補助金、交付金

についてはありますが、それ以外にここで何度も指摘させていただい

ているように、一般の事業自体もちゃんと見直すことが必要になって

いるはずですので、それを行うということを、これは緊急対策として

入れていただいた方がいいのかなというように思います。 

そこもご検討いただきたいと思います。 

その他どうでしょうか。 

特に無いようですので、予算についてはこれから議会もあるという

ことで、次回の経営改革会議で、予算の確定した概要について報告を

お願いしたいと思います。 

次の議題に移ります。 

議題（２）の「これまでの意見等について」であります。 

最初に資料３「外郭団体の状況」でありますが、前回会議におきま

して、委託金を取り上げて私がいくつか質問したわけですが、外郭団

体の状況が分かりにくかったことから、私の方から改めて資料の提出

をお願いしたところです。説明をお願いします。 

行政管理課長 

資料３の「外郭団体の状況」についてご説明いたします。 

富津市では、外郭団体が３団体ございます。本資料につきましては、

それぞれの団体につきまして、表の左から「団体名」、「設立経緯・業

務概要」、「組織体制」としまして組織図・正規職員数・非常勤職員数

及び、「平成２５年度決算の状況」について記載してございます。 

まず初めに、「公益財団法人 富津市施設利用振興公社」ですが、

設立経緯・業務概要としましては、平成元年に、住民のスポーツ振興

に関する各種の事業を行うとともに、公園緑地及び都市公園・体育施

設等のスポーツ・レクリエーション施設、並びにその他の施設の一元

管理・運営を行い、もって住民福祉の増進と良好な生活環境づくりに

寄与することを目的として財団法人として設立されました。 

平成２５年３月には公益認定を受け、平成２５年４月１日から公益

財団法人として活動しています。業務施設は、市民ふれあい公園

５３．１ha、街区公園１０ヶ所３．５ha、市立公園４ヶ所０．５ha、

浅間山運動公園３．０ha、総合社会体育館４，５３８㎡、新富運動広

場５．０ha、富津運動広場１．９ha、上総湊港海浜公園３．６ha、富

津みなと公園１６．２ha、更和公園・売津パーク等０．７ha、青木公

園予定地４ヶ所０．８ha でございます。 

次に、組織体制としまして、理事長１名、事務局長１名、職員６名、

臨時職員１４名の合計２２名。ふれあい公園管理事務所は、事務局長

以下１３名。富士見グリーンテニス管理事務所は臨時２名、パート１

名。市民ふれあい公園ビジターセンターは、パート１名。浅間山運動
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公園管理事務所はパート１名。総合社会体育館は、臨時３名、交代制

で１名勤務。上総湊港海浜公園・富津みなと公園は、臨時３名、週３

日勤務となっております。 

なお、パートについては、高齢者生きがい事業を活用しております。

続いて平成２５年度決算の状況としまして、収入が１億８，３５２

万９，５６３円、支出が１億８，２４６万４，９４０円でございます。

支出の内訳としましては、給与等が６，４２６万７，３４２円。再

委託費が７，４５５万５，２６１円。施設等管理費が４，３６４万２，

０２０円。当期一般正味財産へ１０６万４，９４０円。当期一般正味

財産増減額は１０６万４，９４０円。一般正味財産期首残高は２８０

万１，９８９円。指定正味財産期首残高は４，０００万円、正味財産

期末残高は４，３８６万６，９２９円となっております。 

また、受託費としまして、富津市都市公園及び市立公園管理事業が、

１億３，８４８万３，４８６円。富津市体育施設管理事業が、２，８

２４万３，１３６円。上総湊港海浜公園が５４３万５，０００円。富

津みなと公園管理事業が、９９２万５，０００円。売津パーク等管理

事業が、２７万６，８０２円。青木地区公園予定地管理事業が、１７

万７，７０７円。その他が、２３万６，６３８円でございます。 

続きまして、２ページ目をご覧ください。社会福祉法人 富津市社

会福祉協議会ですが、設立経緯・業務概要につきましては、富津町・

大佐和町・天羽町にそれぞれ設置されていた社会福祉協議会を市制施

行に伴い昭和５０年に統合しました。 

なお、社会福祉協議会は、社会福祉法において、総合的地域福祉活

動を行う公共性の高い唯一の民間福祉団体として、位置づけられてお

ります。 

業務の概要は、１．一般会計事業として、法人運営事業、地域福祉

事業、ボランティア活動促進事業、共同募金配分事業、在宅ケアサー

ビス事業、一円玉募金事業、市委託金事業、貸付金事業、高齢者生き

がい事業。２介護保険事業として、訪問介護事業、居宅介護支援事業

を行っております。 

組織体制としましては、図のとおり、１５名の理事による理事会を

中心に、苦情解決第三者委員が３名、地区社会福祉協議会１１地区、

評議員会に４０名、監事３名。事務局としまして、事務局長以下１０

名の組織となっております。 

なお、職員の構成は９名中、正職員が５名、臨時職員が４名となっ

ております。 

平成２５年度決算の状況としまして、一般会計事業別決算ですが、

収入が１億１，７８７万７，１９４円、支出ですが、次年度繰越金を

除き１億６８万７，２４６円、公益事業特別会計（介護保険）決算で

すが、収入が２，０７４万２，４３４円、支出ですが、次年度繰越金

を除き１，６３８万７，６３０円となっております。 

最後に、３ページの富津市土地開発公社ですが、設立経緯・業務概

要については、昭和６１年４月１５日に富津市により設立され、公共

用地、公用地等の取得、管理、処分等を行うことにより、地域の秩序
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堺谷会長 

大塚委員 

堺谷会長 

小泉総務部長 

ある整備と市民福祉の増進に寄与することを目的としております。 

組織体制ですが、１．役員としまして、定款により、理事１２名以

内、うち理事長１名、常務理事１名、監事２名を設置。任期は２年と

なっております。 

２．事務局ですが、定款により職員を理事長が任命。富津市職員の

併任により構成しています。組織体制については、組織規程により、

管理課及び業務課を設置しています。職員の定数は理事長が定めてい

ます。 

なお、平成２６年の職員数ですが、管理課として総務部管財契約課

の３名。業務課として建設部建設課の７名の合計１０名となっており

ます。 

平成２５年度決算の状況としまして、１．決算は、収入が７，９８

４万３，３３２円、支出が５，８７１万３，９７０円となっておりま

す。 

２．業務実績は、都市計画道路神明山１号線用地取得として、面積

１９４４．２４㎡の土地を、１，４１９万７，２８１円で取得してお

ります。 

以上で、説明を終わります。 

ありがとうございました。 

今説明があった「外郭団体の状況」について、質問等ありましたら

お願いしたいと思います。 

大塚委員 

今、三つの外郭団体について報告いただいたのですが、その内二つ、

一番目と三番目についてご質問したいのですが、まず一つが、「公益

財団法人 富津市施設利用振興公社」ですが、富津市のホームページ

を見ましたら、平成２６年度から２８年度までの経営改善計画という

ものが出されておりました。その中で、平成２６年度から経営改革が

進められているようなのですが、具体的にその項目の中には、いろい

ろ経費の見直しであるとか挙げられておりましたが、その経営改善の

進行状況についてご説明をいただきたいのが一点。 

更に、振興公社の具体的な決算の状況の中で、再委託費が７，４０

０万円強。これは結局、更に別の所に委託をされているということだ

と思いますが、この７，０００万円を超える金額についての内容、ど

ういうかたちで再委託されているのかについても説明をいただきた

いと思います。 

市の方からお願いします。 

小泉部長 

お答えいたします。 

平成２６年度から２８年度の経営改善計画ですが、これについて

は、一義的には公社でやっていることなのですが、まず前回分かりづ
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大塚委員 

小泉総務部長 

らい説明であったのですが、料金収入を上げることによって、市から

の負担金を減らすと。これは会長からも指摘がございましたが、説明

いたしますと、市から指定管理委託料を払っておりますが、富津市に

ついては精算を伴う管理委託になっております。つまり、料金収入を

上げることによって精算時において市への還付が増える。そういった

ことも強化していくと。そのために料金収入の改善をしていると。 

また、指定管理の時には、委託で見ているものでも状況によって公

社でやれるものは自前でやると。そういった努力によって経費を少し

でも少なくする、そういうようなこと、また、自主事業を拡大してい

くということも一つの状況でございます。 

二点目の再委託費でございますが、これにつきましては、市の指定

管理料、この中に個々の管理、例えば浄化槽の保守点検や受水槽の清

掃業務とか自家用電気工作物等自前で出来ない、保守の出来ないもの

を別の専門業者に委託しますので、その金額となっております。金額

については７，４００万円ございますが、これをふれあい公園自体及

びここに明記してあります、富士見グリーンテニスといったものを一

元的に管理させることによって経費を安くあげるために再度委託し

ているものでございます。 

確かにこれは別団体ですので、市自体が直接運営しているわけでは

ありませんので、そういった点では特に今完全なお答えをお願いする

ということではないのですが。ただ、公社は１００％市が出資してい

る所ですから、当然市としては出資者としての管理をしていかなけれ

ばいけないと思います。 

今お答えいただいた点で、分かった点もあるのですが、お伺いした

かったのは今手元に施設利用振興公社の経営改善計画の印刷したも

のがあるのですが、その中に経営改善計画表が載っていまして、そこ

に挙げられている項目として、具体的には公社役員等の構成の見直

し、職員数の見直し、労働シフトの見直し、そして、公社職員給与制

度の見直し、管理経費の見直し、自主事業の見直し、これは今ご説明

いただいた財源の確保になるのだと思いますが。更に、インターネッ

トによる情報公開、あるいは、各施設の積極的な情報発信があります。

この中に挙がっている役員構成の見直しや職員数の見直し、更には

管理経費の見直しということが公社の中で具体的にどのように進ん

でいるのかを市側で把握しているのであれば教えていただきたいと

思いますが。 

役員構成の見直し等お話がございました。これにつきましては、平

成２５年度、公社の理事長は市の総務部長が兼務をしてございまし

た。それを独立させまして、公社の方で理事長職を置きました。理事

等につきましても、今まで市の関係部署の部長、課長が入っていたも

のが、直接の関係である体育関係所管の教育部長、建設部長の二人に

する。このようなかたちで平成２６年度は人数を絞って既に行ってお

ります。こういった改革はもう既に行っております。 
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大塚委員 

堺谷会長 

小泉総務部長 

前回会長からもお話があった、いわゆる公社に出している部分が赤

字補填的なものであるとすれば、そこは問題になるわけで。そういっ

た部分をしっかり精査しているかについて、気になる点ではあるわけ

です。 

今すぐにお答えいただくというわけではなく、今回ご説明いただい

たものは、あくまで現状こうなっていますということで、指摘されて

いた実際の市からの負担の部分が、赤字補填的な性格がないかどうか

については、もう少し情報が欲しいと思いますので、何かありました

ら改めて資料をいただければと思います。 

もう一点、三番目の土地開発公社です。この土地開発公社というの

は、言うなれば市の予算が単年度であるのに対し、公共工事の土地取

得というのは、中長期的に行わなければならないので、その間を埋め

るものとして設けられているものだと私は理解しております。そうい

った中で、頂いた資料でまず第一点に繰越金が２，０００万円以上あ

るのですが、公社の繰越金をどういう目的で置かれているのか。公社

自体が大きな債務があり、その返済をする必要があるのだと言えば、

それは分かるのですが、今回貸借対照表がありません。資産、負債が

ありませんので、公社がどういった資産を持っていて、どれほどの負

債を持っているのかが分からないので、繰越金の意味も分かりにくい

ように思います。これも公社側の問題であるのですが、実際には市と

重なっている部分があると思いますので、繰越金２，０００万円超え

る部分。これの目的について教えていただきたい。 

それから、土地開発公社に関しては、かなり以前から問題になって

いまして、特に保有している土地が公共工事のためで、将来的に市の

公共事業に使っていく土地に限られていればいいのですが、それ以外

に販売するような目的で土地を持っている。それが、非常に地価が値

下がりして塩漬けになってしまっていて、隠れ債務の問題が指摘され

ているような領域でもあります。 

団体によっては土地開発公社を、千葉市も確か止めたと思います

が、解散するようなケースも出てきているわけです。ですから、富津

市の土地開発公社の取得面、資産、負債面から見た財政状況というの

も把握されているようであれば、教えていただきたいと思います。 

総務部長 

お答え申し上げます。 

まず事業自体は先生がおっしゃったとおりですが、設置した時に全

額、市の出資でやっておりますが、その都度事業を市の依頼を受けて

行う時に、資金的には借りて長期の１０年償還でやっているものでご

ざいます。 

それにつきまして、まず申し訳ないですが、二点目から回答させて

いただきますが、公社自体の存続の関係ですが、平成２６年度におき

まして市の計画どおりにいかなかった部分がございまして、それは、
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大塚委員 

堺谷会長 

小泉総務部長 

市は国庫補助事業で行っておりますが、国の補助金が予定どおりつか

なかったということがございまして、やむを得ず事業年度を延伸した

ということもございます。そうしますと、平成２６年度購入予定のも

のが先送りとなってしまう。また、その地権者については、先に買っ

てもらえないかという話もある中で、市がその部分だけ購入してしま

うと、今後事業を行った際にその部分が補助採択されないということ

も出てきます。その時に公社で取得しておいて、事業を行う際に市が

買い取れば、事業採択の中に入ってくる。こういったこともございま

して、現段階ではメリットもあることから、市では公社の存続は状況

を見極めながら判断していきたいと考えております。 

また、繰越金の２，０００万円ですが、これにつきましては、過去

の手数料等の分が積み重なった部分でございます。 

先ほど申し上げたとおり、土地開発公社の運営は、全国的に見ても

いろいろな団体で問題になっているところです。特に負担を生じさせ

なければいいのですが、やはり怖いのは先ほど申し上げた隠れ債務の

問題があり、結局、市本体の債務になっておらず土地開発公社の負債

になっているようなものがあって、それが最終的には市の負担になる

ようなケースが出てきてしまいかねない。 

ですから、事業運営に関して、今後適切な運営を行っていくという

お答えはいただいたのですが、公社自体、貸借対照表を作っているは

ずですので、土地開発公社の経理基準というのが確かあったはずで

す。ですから、その分を踏まえて公社自体の財政運営についても適正

化を行っていただく必要があるでしょうし、それを含めて市の将来計

画をしていただく必要があると思います。 

あと、２，０００万円ではあるのですが、場合によっては市側で使

えるお金であるとすれば、そういったことも踏まえた運営も考えてい

ただければと思います。この辺は感想になりますが。 

私からよろしいですか。私が言い出しっぺだったので。 

今の土地開発公社の業務量が単年度で２０００㎡程度、１，４００

万円。こういった感じですが、今までの、例えば過去三年、今後の見

込み、どの程度の業務量があるのかですね。というのは、これが公社

を必要とするほどの業務量なのかどうか、すぐには分からないです

が、そういった疑問点がありまして、その辺はどうでしょうか。 

総務部長 

過去三年ということでお話がございましたが、まず平成２３年度に

つきましては、２事業ございました。一つ目は都市計画道路、神明山

１号線用地ですが、面積は４６６５．９７㎡でございます。 

もう一つ、バスターミナル用地取得面積が、１２３３８．９５㎡で

す。平成２４年度につきましては、都市計画道路、北笹塚大貫線用地。

取得面積が１４７８．４４㎡。 

平成２５年度につきましては、都市計画道路、神明山１号線。取得
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堺谷会長 

小泉総務部長 

面積が１９４４．２４㎡でございます。 

今後につきましては、平成２７年度以降の用地については現時点で

はございませんが、先ほど申し上げましたように平成２６年度に公社

として予定をしている分が事業計画の延伸になっていることから若

干の事業が発生する予定です。 

資金調達のためであれば、他の手立てがあるわけです。例えば千葉

県市町村総合事務組合にある土地開発公社。あれは５年くらいで必ず

市が引き取ってくれるということで歯止めになっている。そういった

こともあるので、本当に土地開発公社が市としてなければいけないの

か、ちょっと疑問があります。これだけに今時間を割くわけにはいか

ないので、その辺をよく検討してほしいという思いが残ります。 

それから、最初の施設利用振興公社ですが、再委託はいろいろな業

務でその業者に委託するということで、一元管理するというメリット

があるということですが、それは分かります。そもそもが、通常は民

間会社も含めて、どの団体に公共施設を委託するかを入札等で選んで

いくと思います。 

富津市の場合は、ここに挙げられた公共施設をどんな手順で、ある

いは、随意契約なのか競争入札なのか。どういった方法で施設利用振

興公社になったのか。これはどうでしょうか。 

お答えします。 

どういった方法で選んだかということですが、富津市指定管理者候

補者選定委員会というものがございます。当然この中で協議、審査い

たしまして、公募によらない指定を行ったわけでございます。 

これにつきましては、富津市公共施設に係る指定管理者の指定手続

きに関する条例というものがございます。この中に公募によらない候

補者の選定という項目がございますので、それに基づいて決定してお

ります。 

その内容を申し上げますと、指定施設の性格、規模、機能等を考慮

し、当該施設の設置目的に応じた管理を、適切かつ効率的に実施でき

る団体であると認めるときということでございます。 

地域とコミュニケーションを図り、施設の利用促進に貢献している

ということ、また、ふれあいジュニア陸上教室や市民ふれあい公園テ

ニス大会及びハートフルウォーキング等、自主事業を開催し、住民福

祉の増進と良好な生活環境づくりに寄与している。こういうものも一

つの理由です。 

また、単に公園管理だけではなく、陸上競技に係る専門資格である

体育施設管理士を有するスタッフがいること。 

また、千葉県からこれまでの実績及び施設を管理する努力を認めら

れ、平成２４年度から平成２８年度までの５年間、富津みなと公園及

び上総湊港海浜公園の指定管理を任されています。 

そういったことも加味して公募によらない指定として決定しまし

た。 
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堺谷会長 

高橋副市長 

堺谷会長 

原田副会長 

今の選定委員会はどういう方で構成されているのですか。例えば市

の職員であるとか。一般市民であるとか。 

副市長 

昨年開催した委員会におきましては、私が委員長を務めまして、担

当部課長、関係部署の部課長で構成した会議を開催いたしました。 

分かりました。 

いろいろ、市民とのふれあいとか、施設の利用上の指導者とか、そ

ういった要素も考えて、一般公募ではないという方法もあるのでしょ

うが、オープンに公開でより安く、しかしながら市民サービスは落ち

ないようにという考えで指定管理者の考えがあるわけです。 

ですから、その運用について私はやはり見直す必要があるのではな

いかと思います。これ以上いろいろと質問をしていると時間が無くな

ってしまうので、ある程度必要性も分かるのですが、これだけの施設

がある中で、全てが要件に当てはまるのか等が分からないので、この

辺も更に検討の余地があると感じます。 

今後いろいろな手立てで経営改革していくわけですから、そういう

ところにつないでいくことで、この点についての質問は終わりにした

いと思います。今後の検討をよろしくお願いしたいと思います。時間

の関係で申し訳ありません。 

他に皆さんから何かありますか。 

原田副会長 

既に堺谷会長、あるいは、大塚委員からご指摘やご意見のあったと

ころと重なる部分もあるかもしれませんが、そこはご容赦いただきた

いと思います。 

具体的には施設利用振興公社と土地開発公社についてお伺いした

いと思います。 

一点目は、施設利用振興公社でありますが、これは言うなれば指定

管理者ということで、その制度を活用して、ここに挙げてある公園等

の施設を管理させているものと理解しています。 

その中で、収入の内訳が示されていないので、よく分からなかった

のですが、先ほどの総務部長からのご説明を伺って、要は指定管理料

については受託費と書いてありますが、それと、最終的には精算され

る部分があるということですが、指定管理者、すなわち振興公社が自

ら収入にすることができる利用料収入。この二つからなるのかなと理

解しましたが、先ほどのご説明でよく分からなかったのは、私の理解

では利用料収入は、施設を管理するということによって、元々は市の

公の施設である公園等を施設利用振興公社に管理を委ねる。そのため

に必要な費用については指定管理料として、市から公社のほうに支払

う。それはそれでいいのですが、それに加えて何か公社が自らの創意

工夫を発揮することによって、いろいろな自主事業をやるとか、いろ
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堺谷会長 

小泉総務部長 

原田副会長 

堺谷会長 

いろな工夫をすることによって利用者を増やす。それによって利用料

収入が更に増えてくる。そして、増えてくるからこそ、更にいろいろ

な工夫をやってみようということで利用者が増えるという、つまりイ

ンセンティブになるものではないかなと。利用料とはそういうものと

理解していたのですが。 

要は先ほどのご説明ですと、利用料収入を増やすと指定管理料は減

るということなので、利用料制度の在り方として、適切なものなのか

どうか、少なくとも指定管理者としての公社の立場に立ってみれば、

頑張って独自の事業とか創意工夫をしても意味がないのではないか

と。そのように取られても仕方がないのではないかと思いますが、そ

の辺り、あえて先ほどご説明のあったような利用料収入の制度にして

いるのはなぜかということをお伺いしたいのが一点です。 

それからもう一つは、土地開発公社ですが、これは先ほど大塚委員

からご指摘があったとおりで、全国的にもそういった実態がある、隠

れ債務といった話があるのですが、これは改めての確認ですが、隠れ

債務というか、その根っことなるいわゆる塩漬け不動産をこの公社が

現に持っているのか、いないのかを教えてください。 

以上二点です。 

総務部長 

お答えいたします。 

使用料と利用料というのは、先生ご指摘のことだと思いますが、現

在では使用料でやっておりまして、私、言葉が足りなかったのですが、

利用料の方へ転換すべく、先ほど申し上げればよかったのですが、利

用料に転換することによって、これを上げていって支出とのバランス

を取り、利用料を上げて精算のないようなかたちにもっていくことを

一つの経営改革ということで考えております。少し説明が悪かったの

ですが、そういうことで、現在は使用料でやっております。 

二点目の塩漬け不動産の件ですが、これについては、公社は先行取

得という方法で取得します。ただ、ご存知のとおり１０年償還でやっ

ておりまして、毎年市が買い戻していますので、必然的に１０年経つ

と、市の名義に変わりますので、公社自体の塩漬けはございません。

一点目については、私自身が勘違いしていたところがありまして、

改めて前回の会議録を拝見しましたら、正にそういったご説明が、現

在では使用料収入で対応しているということでした。それは私の方で

誤解がありました。失礼いたしました。 

二点目についても分かりました。ありがとうございました。 

他に、この外郭団体の状況について意見等ありましたらお願いしま

す。 

特に無いようですので、ありがとうございました。 

次に移りたいと思います。 
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大塚委員 

堺谷会長 

大塚委員 

堺谷会長 

大塚委員 

資料４の「富津市経営改革会議委員の意見等（要旨）」であります

が、前回会議に提出したものに、第３回会議の内容を加えたものであ

ります。これを基に、現時点までの中間的なものではありますが、経

営改革会議として、意見集約をしまして、次の資料５「富津市経営改

革に向けた提言」を委員にて作成しました。内容につきまして、会議

での議論の他に委員の間で新たに加えたものもあります。 

この提言について、何かありましたらお願いします。 

よろしいですか。 

それでは、特に無いと言うことでありますので、私から一点。委員

の皆さんに了解をお願いしたいと思います。 

先ほどの資料３「外郭団体の状況」で、いろいろ議論をして申し上

げたのですが、今後内容を整理して、今申し上げた提言は、前回まで

のやり取りで整理したものであり今日の議論を取り上げるのは無理

ですが、これから精査して、提言ではなくて私たちが最終的に答申と

いうかたちでまとめる際に外郭団体の状況についての考えも含める

ということが考えられますので、その際はご了解いただきたいと思い

ます。当然事前に皆さんの了解を求めて了承いただいたもので答申に

盛り込んでいきたいと考えておりますのでよろしくお願いします。 

大塚委員 

提言について、市からの意見を求める必要はないのですか。 

今、私どもが提言をまとめたのですが、この提言自体に市の方に何

か考えがあればということですが、私としては、次のテーマとなる三

番目の議題の、「経営改革の方向性について」の中で、一つは落合委

員から、これから説明をするシミュレーション絡みのものの他に、市

の方からプランの骨子が出ます。その際にもしあれば、プラン骨子の

説明と、私どもの提言についてコメントがあれば、市の方からお願い

するかたちでどうでしょう。 

分かりました。 

一点お願いしたいのですが、これはもう会議の提言としてこの内容

で確定ということでよろしいですよね。 

現段階としてですね。 

現段階ですね。 

ただ、この提言自体もやはり市民の方に見ていただきたいと私は思

います。 

ですので、これまでもこの会議の議事録等を富津市のホームページ

に掲載していただいているのですが、ちょっとお願いしたいのは、掲

載したことをホームページのトップにお知らせとしてあげていただ

きたいのです。それが今まで見た限りでは、内容としては載っている

のですが、お知らせの中に「議事録を載せました」とか、あるいは、
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堺谷会長 

落合委員 

「提言を載せました」というのを一番最初に、これまで出てきてなか

ったと思いますので、それもあげていただいて、なおかつ、この提言

に関しては、今回の会議の資料の一つとしてではなくて、一つの文章

として分かりやすい形でリンクを貼っていただいて公開するような

かたちで進めていただきたいと思います。その点お願いしたいと思い

ます。 

事務局お願します。 

それと私の先ほどの発言の補足なのですが、今日の提言も、今まで

の会議で私どもが議論してきたものは、傍聴の方も含めて聞いていた

だいています、公開でやっておりますので。それを集約したものが提

言になりますので、そのこと自体でコメントを取るのではなくて、く

どいようですが市から説明をもらう経営改革プランの骨子説明の時

に、もし市からのコメントがあればその時に一緒にお願いしたいと思

います。そのように進めたいと思います。 

それでは、提言については、今委員の皆さんから了解いただいた外

郭団体関係で、もし答申の段階で盛り込むものがあれば、精査して盛

り込みたいと思いますのでご了承いただきたいと思います。 

次に議題３「経営改革の方向性について」に移りたいと思います。

最初にまず、先ほどの「経営改革に向けた提言」の補足ともなる、

資料６「経営改革のための数値目標のシミュレーション」であります。

落合委員作成の資料でありますので、落合委員から説明をお願いし

ます。 

落合です。 

この経営改革会議で議論させていただきましたけれども、どのくら

い悪いのかというのを、市の方から昨年８月に示された「富津市中期

収支見通し」、資料６の１ページはそれを丸写ししたものです。ここ

に数字が出ていますが、これで見ますと、一番右の列、合計欄の一番

下、太字で囲みましたけれども、マイナス２７億９，７００万円。５

年間で、来年度２７年度から５年間で２７億円お金が不足するよとい

う数字が出ています。ということは、５年間で２７億９，７００万円、

お金を埋めればいいと。歳入を増やすか、歳出を減らせれば、資金シ

ョートはしないという数字が出ております。 

ただ、持続的な経営ができるような財政経営できるようにという視

点も必要ありますので、その場合どのくらいになるのかということを

知る必要がありましたのでこの表を作りました。 

それでは、説明させていただきます。 

（１）「向こう５年間の収支見通し（平成２７年度より）」です。今

現在、先ほどもお話がありましたように、平成２６年度決算見通しも

出てきている。今平成２７年度予算についても、佳境に入ってきてい

ると。その点は全く織り込まれておりません。あくまでも去年の８月

の中期収支見通しに基づきますとどうなるかというお話です。 

この表を見ますと、先ほど申し上げましたように、一番右下、マイ
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ナス２７億９，７００万円、５年間で改善しなければいけないと。次

のページ、（２）「財源不足解消のための改善額」は、２７億９，７０

０万円を５年で割りますと、５億６，０００万円。解説ですけれども、

財源不足額、差引収支のマイナスでありますが、５年間で２７億９，

７００万円なので、解消するには、単純計算すると、年５億６，００

０万円の収支改善が必要になると。 

つまり、収入を増やしたり、歳出を減らしたり、財源の確保をして、

毎年５億６，０００万円改善しなければならない。 

しかし、それをやっても綱渡り状態に過ぎないと。目先の財政改善

に過ぎないと。そうしますと不測の事態に対処できないということで

す。平成２６年度について先ほど、退職手当債で５億円確保するとい

う話がありましたが、その点はここでは考慮していません。ただ、そ

こで注意しなければいけないのが、歳出を減らす場合、借金を財源と

する歳出を減らしても、歳入と歳出が共に減少するだけであって、差

引の収支の改善にはつながらないことに留意しなければいけません。

つまり、借金をしながら、歳出を減らしても、借金による歳出であ

ったら意味がないと。要は自助努力で歳入を増やし、歳出を減らす、

そして収支を改善しなくてはならないというわけです。 

ですから、まず５億６，０００万円という数字がスタートなわけで

す。 

次に考えられるのは、不測の事態に備えるためにお金を余分に取っ

ておいたほうがいいわけですが、財政調整基金を確保するための改善

策は、一応１１億２，０００万円、（３）の下の表の部分ですね。右

の合計の下から２番目、１１億２，０００万円。その下に残高１０億

円と書いてありますが、財政調整基金が今、５，０００万円、１億円

という話がありますけれども、どのくらいあればいいのか分かりませ

んけれども、仮に１０億円としました。１０億円貯金を確保するため

には５年後ですね、向こう５年間で１１億２，０００万円積み立てて

いく必要があるとしますと、５年で割ると２億２，４００万円改善が

必要になると。それは、先ほどの５億６，０００万円に加算されるも

のです。 

ですから、綱渡り状態を解消して、なおかつ貯金を１０億円にしよ

うとすると、合計の７億８，４００万円を毎年改善していかなければ

ならないという数字になります。（３）の計算式の下の部分ですが、「下

記の二つの点を考慮し、財政調整基金について、積み増しする」つま

り、今回の事態が、残高が底をつきそうなことが発端なので、ある程

度積み増しが必要であろうと。持続可能な行政経営のためにも、ある

程度積み増しが必要であると。そういったことからすると、一応仮に

１０億円、５年後に積むということで想定しております。そして、財

政調整基金の残高を５年後に、仮に１０億円にするためには、下記の

表のように年平均２億２，４００万円必要となるということですね。

そして、【解説】「財源不足解消だけでなく必要財政調整基金確保の

ためには、年７億８，４００万円の改善が必要となる。」ということ

です。 
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しかし、それだけではなくて、１０億円という数字も仮のものでし

て、何らかの指標を踏まえたところで改善していくべきではないか

と。それが（４）「「収支見通し」上での基礎的財政収支ゼロ確保のた

めの改善額」「将来にわたる持続可能な財政経営のための指標として、

基礎的財政収支が重要である。」基礎的財政収支がマイナスにならな

いような財政運営がなされれば、持続可能な財政経営が行われるとい

うことになりますので、それのシミュレーションをしてみました。 

その結果、収支見通しを組み替えて作成しましたけれども、表の９

行目、基礎的財政収支。現状の収支見通しに基づきますと、基礎的財

政収支は５年間で４３億９，２００万円マイナスになります。これを

ゼロにする、４３億９，２００万円改善する必要があるだろうという

ことで、解説のところですが、「基礎的財政収支は、財政運営上どの

程度借金に依存したか否かを表す指標である。」「基礎的財政収支がマ

イナスなので、借金に依存した財政運営をしていることになる。」こ

れは５年間もそうですが、過去においても同様に富津市は進んできて

います。 

５年間の基礎的財政収支をゼロにするには、約８億７，８００万円

の改善が毎年必要であると。先ほどの財政調整基金を１０億円にする

ためには、７億８，４００万円毎年改善する必要があると。しかし別

の指標の観点だと８億７，８００万円の毎年の収支の改善が必要とい

うことになります。 

２つの数字が出てきているわけですが、解説の下から２行目。この

数字ですが、歳出に対する改善額の割合４３億９，２００万円、つま

り、５年間の基礎的財政収支÷７４５億２，８００万円＝５．９％。

７４５億２，８００万円という数字は、基礎的財政収支のすぐ上の数

字です。歳出から借金の返済を除いた数字です。毎年歳出があります

が、借金の返済はもう約束で決まっていますので、それをいじること

はできない。借金を除いた金額が、５年間で７４５億２，８００万円

です。そして、基礎的財政収支がマイナス４３億９，２００万円です

ので５．９％。５年間毎年５．９％中期見通しから収支を改善しなけ

ればいけないという数字になっています。 

そういったことで、今回の目的である持続可能な行政経営のために

いくつかのシミュレーションを行った。その結果、必要な毎年の改善

額は、７億８，４００万円から８億７，８００万円、間を取るとして

８億円。しかし、持続可能な経営、基礎的財政収支ゼロを目標とする

改善を行うとするならば、毎年８億７，８００万円、多めに言って９

億円。毎年収支を改善しながら、財政運営する必要があるということ

でこの数字を出させていただきました。 

ありがとうございました。 

落合委員からこの資料を提示されたわけですが、市の方でこの資料

自体について、いろいろ前提があるわけですよね。その辺で何か意見

とか指摘、コメントありますか。 

例えば、これは数字の取り違いではないかとか、あるいは、前提が
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大塚委員 

落合委員 

堺谷会長 

落合委員 

堺谷会長 

重城財政課長 

違うようになるはずであるとか、無ければ意見に進みたいと思いま

す。あれば途中で発言をしていただきたいと思います。 

落合委員資料によると、毎年約９億円近い収支改善が必要だという

ことになるのですが、他の委員の皆さんから何かコメントなりあれば

お願いしたいと思いますが。 

大塚委員 

確認ですが、このシミュレーションは、最初に戻ってしまうのです

が、いわゆる地方債を使わないことを前提としたシミュレーションで

すね。ですから、この部分でまた起債をしていくとなると、その部分

が改善額に加算されてくるということですね。 

はい。そのとおりです。 

あくまでも、自助努力に基づいた場合の収支ということで。 

現実の場合、各年行財政運営を行ってみれば基になる数字が変わる

のですが、昨年８月時点の市自らが出した収支見通しを基に計算して

みると、こういう数字になるということでありますので、一つの目安、

そのままであれば目安どころか目標になります。実際の行財政運営を

やってみて数字が動けば一つの目安であるということになります。 

５年後にと言っていますが、来年の末ぐらいにお金がショートした

ら、資金ショートになりますし、毎年こういう努力をする必要がある

ということです。 

それでは、今のシミュレーションは昨年８月の市の中期収支見通し

を踏まえて行ったものですが、こういったことで私どもの提言の補足

として考えております。 

財政課長 

今の資料で一点確認したいのですが、先ほどから私どもからも説明

させていただいている臨時財政対策債の発行自体が、その他の市債と

全く同じ扱いになっているわけですが、財務分析上は分かるのです

が、国から交付税が全額こないという国の指示の下に「起こしなさい」

という地方債が、県も含めた県下全市町村が起こさざるを得ない、国

の財政状況の悪化によってやむを得ず起こさせられているというの

が実情だと思います。 

市独自で見た場合、確かに借金であることには違いないのですが、

それによって今借金総額が増えているというのが富津市の現状です。

１５０億円の地方債残高で、今５割を占めているのがこの臨時財政

対策債ということでございますので、先の財務分析にもありましたと

おり、富津市は、普通建設事業は決して多くはない。その他の市債発

行は極めて少ない。それと絡んで、起債残高が増えているのは、決し

て放漫経営をやっているからではなく、非常に財政状況厳しいので結
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堺谷会長 

大塚委員 

重城財政課長 

堺谷会長 

落合委員 

果的に臨時財政対策債を起こさざるを得ない。また、それは国の都合

によってなっているのだということで、財務分析上ご理解いただきた

いと思います。 

制度の仕組みとしてそのとおりですね。それは十分考慮するという

ことで。 

大塚委員 

今の発言でちょっと気になる部分がありまして、確かに国の状況も

悪いのもあるのですが、今のお話の中で「富津市が放漫経営をしてい

たわけではない。国の財政がよくない」という、原因が外にあると考

えるのはちょっと問題があると思います。やはり富津市自身も改善す

べき点がかなりあるはずです。 

ですから、それを踏まえて考えていただく必要があります。臨時財

政対策債の問題は確かにあります。また、現実問題として先ほど申し

上げたように、地方財政計画で国が自治体に起債を認めるような計画

をいろいろ組んでいます。そういった中で、交付金措置があるものも

かなりあります。ただ１００％というのは非常に少ないだろうと思い

ますが、そういった点からすれば、国のやっていることを踏まえてや

らざるを得ないから借金が増えているというのはあるかと思います

が、やはり今回シミュレーションを出していただいたように「お金が

足りないという事実」は無視できないはずです。これも大前提にして

いただかないと。 

提言の中にも入れましたが、富津市の現在の財政の内容は構造上問

題があります。それを大前提で改革を考えていただかないと、改善は

見込めないと思います。ちょっと言葉尻を捕らえるようですが、気に

なったので一言だけ発言させていただきました。 

申し訳ございません。ただ一点、臨時財政対策債だけ絞って申し上

げただけであって、決して財政状況が悪くないと申し上げているわけ

ではございません。大塚委員のおっしゃるとおりでございます。 

落合委員 

１ページ目のところですが、歳入の税収、それとその他の歳入に分

けました。その他の歳入の下から２行目、臨時財政対策債発行収入。

その他の市債発行収入。私も同様に臨時財政対策債というものはそう

いうものだと認識しておりますので、単に市債の発行収入というので

はなく２行に分けました。 

分けたことによって浮かんだのが、平成２８年度、２９年度の市債

発行が他の年度に比べて増えていると。これは何らかの計画があるの

だろうなということなのですが、この計画はどういったものでしょう

か。 
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堺谷会長 

刈込企画財政部

長 

堺谷会長 

大塚委員 

刈込企画財政部

長 

落合委員 

堺谷会長 

何かしら大きい事業があるのかもしれません。 

企画財政部長 

こちらについては、社会資本整備交付金による道路整備事業がござ

います。併せて橋りょうの長寿命化といった維持補修関係の事業がご

ざいます。 

大塚委員 

よろしいですか。退職手当の関係とかはないですか。今言ったよう

な長寿命化とか事業計画ですと予算の問題で議会等の問題があって、

現時点で確定的な計画というのは立てにくいと思いますが、ただ、退

職金の問題ですと現時点で確実に予想できますので、それを踏まえて

計算されているということはないでしょうか。 

ただ今のお話ですが、普通建設事業の数字となっています。 

１ページ下の段の歳出、普通建設事業費を３行に分けましたけれど

も、その他事業費が平成２８、２９年度に２０億円台になっていると。

他の年度に比べて大きくなっているということですね。 

今いろいろ意見がありましたが、資料６については、昨年の８月、

市が収支見込みを発表した当時のままであればという前提付きであ

りますので、お互いにこれは動くものということで気をつけないとい

けない数字だと思います。数字だけが独り歩きしてはいけない。構造

的な改革はそもそもの大きな課題ですので、それは忘れずに。 

ただ、数字ありきではない。数字だけが独り歩きしないようにお互

い理解しないといけないと思います。 

落合委員のこの数字を否定するわけではなくて、数字だけが動いて

は誤解の元になりますので、お互いその辺は気をつけていきたいと思

います。 

それでは資料６については、私どもは提言の補足として考えており

ます。今後の改革を行うに当たっての私どもの考えであるということ

でお聞きいただきたいと思います。 

次に、資料７の「富津市経営改革プラン骨子（案）」について議論

したいと思います。 

これは、第３回の会議を踏まえて、私共から次回は議論の過程の中

で市の方でもプランについて準備しておくべきだということで、今回

プランの骨格になるようなものを示してもらいたいということをお

願いして提出されたものであります。 

早速、市の方から説明をお願いしたいと思います。 

小柴課長 
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小柴行政管理課

長 

それでは、資料７の「富津市経営改革プラン 骨子（案）」につい

てご説明します。 

この資料は、現時点での富津市経営改革プランの項目案を骨子（案）

として取りまとめたものであります。 

大きな項目として、「１プラン策定の背景」、「２硬直化した財政の

要因分析」、次ページ、「３基本的事項」、「４経営改革の基本方針」、「５

経営改革に必要な具体的措置」、「６各年度における効果額」、「７収支

見通し」、「８その他必要な事項」、この８つの章としてございます。 

それでは、各章について説明します。 

第１章の「プラン策定の背景」では、「（１）現状の財政状況」とし

て、市税収入の減収に加え、扶助費の増加により、依然硬直化した財

政構造であることや、「財政非常事態宣言」時の財政調整基金の残高

が約１０億円に対し、現状は約２億円で危機的な状況であること、

「（２）今後の財政見通し」として、市税収入の根幹をなす大規模償

却資産税の大幅な減収、扶助費をはじめ経常経費増加、市民の安全・

安心向上事業に多額な経費がかかること、今後５ヵ年の累計で約２８

億円の財源不足の見込みであること、「（３）経営改革の必要性」とし

て、１０年後２０年後の富津市を見据えた中で、財政運営に限らず身

の丈に合った行政運営への改革を推進する必要があること、などに触

れていきたいと考えております。 

次に、第２章の「硬直化した財政の要因分析」では、「（１）財政指

標」として、「経常収支比率」、「実質公債費比率」、「市債残高・債務

負担支出予定額」、「財政調整基金残高」の各指標の解説と過去の分析、

また、「県内団体の経費比較」として、性質別・費目別の比較といっ

た内容などを考えております。 

「（２）公共施設」として、「施設の保有状況」の解説と施設の保有

面積・分類別割合、また、「県内団体の施設比較」の解説と人口一人

当たりの延べ床面積の比較、分析といった内容などを考えておりま

す。 

「（３）定員管理」として、「定員管理の推移」の解説と市制施行後

の職員数の推移、「県内団体の職員数比較」の解説と人口千人当たり

の職員数比較・分析といった内容などを考えております。 

「（４）財政運営の課題」として、（１）から（３）の総括取りまと

めについて触れていきたいと考えております。 

次に、第３章の「基本的事項」では、「（１）計画期間」として、平

成２７年度から平成３１年度の５年間とすることを考えております。

「（２）推進体制」として、常に新たな情報を加え、プランの修正

と見直しを行いながら課題対応策を検討することを前提に、市長をト

ップとし、全部局長をメンバーとする（仮称）経営改革本部を設置し、

意思決定や進捗管理を行いたいと考えております。また、副市長をト

ップとし、若手職員を活用した対策チームを設置し、具体的改革案の

検討をしていきたいと考えております。その他、達成状況などを広報

やホームページにて市民に報告することなどについて触れていきた

いと考えております。 
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次に、第４章の「経営改革の基本方針」では、これまでの行財政運

営を反省し、全般を見直し、持続可能な行政基盤の構築、市民ニーズ

の的確な把握・対応、スリムで効率的な行政運営を目指すための取り

組みについて触れていきたいと考えております。 

まず、「（１）経営資源を根底から見直す」として、次の３つの視点

に立ち、方針を展開したいと考えております。①の「ヒト、職員」で

すが、市役所のコンパクト化、少数精鋭のプロフェッショナル化、徹

底した業務改革によるスピードアップなどについて触れていきたい

と考えております。②の「モノ、事務事業・公共施設」ですが、ゼロ

ベースでの事務事業の見直し、身の丈に合った公共施設の再配置など

について触れていきたいと考えております。③の「カネ、経費」です

が、「ヒト」「モノ」の在り方を変えていくことで、市民ニーズに応え

ていくことについて触れていきたいと考えております。 

次に、「（２）明確な目標設定」として、計画期間内における基礎的

財政収支、財政調整基金などの目標を明示したいと考えております。

次に、「（３）確実な実行」として、市民参加による事業仕分けの実

行、枠配分予算方式の導入、プラン策定後の実行スケジュールの速や

かな作成などについて触れていきたいと考えております。 

次に、第５章の「経営改革に必要な具体的措置」では、「（１）歳入

に関する事項」として、「①市税等収納対策の強化」で、滞納処分の

執行強化、滞納発生の未然防止について、「②財産収入の確保」で、

未利用財産の処分、その他市有財産の活用方法の検討、「③公共サー

ビス対価の見直し」で、特定サービスに対する負担金・使用料・手数

料の適正化について触れていきたいと考えております。 

次に、「（２）歳出に関する事項」として、「①職員給与、報酬等の

見直し」で、特別職報酬の見直しや一般職給与の見直し、「②職員数

の見直し」で、定員適正化計画の推進、行政組織の簡素化、業務量調

査の実施、「③公共投資の重点化」で、公共施設・インフラの厳選・

重点化、また、公共施設等総合管理計画の早期策定、「④公共サービ

スの再編」で、事務事業の抜本的な見直し、「⑤補助金等の見直し」

で、ゼロベースの見直し、「⑥繰出金等の精査」で、対象として特別

会計、上水道事業、下水道事業、君津中央病院、かずさクリーンシス

テム、ふれあい公園について触れていきたいと考えております。 

次に、「（３）業務改革の徹底」として、再掲となりますが、行政組

織の簡素化、内部手続きの簡素化・業務のスピードアップ化、また、

これも再掲となりますが、若手職員を活用した対策チームの設置など

について触れていきたいと考えております。 

次に、「（４）財政規律の厳格化」として、将来に向けての財政基準

の作成をしたいと考えております。 

第６章の「各年度における効果額」では、計画期間内における具体

的な措置の効果額、第７章の「収支見通し」では、プラン実施前後の

効果額を示したいと考えております。 

最後に、第８章の「その他必要な事項」では、改善後であっても効

率的かつ効果的な行政運営を行う上で本計画を引き続き作成するこ
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堺谷会長 

佐久間市長 

堺谷会長 

笠原委員 

堺谷会長 

と、常に他団体の分析・徹底比較を行うことなどについて触れていき

たいと考えております。 

以上で、説明を終わります。 

ありがとうございました。 

今後文書化される改革プランでありますけれども、その骨子を、今

説明を受けました。これについて皆さんの意見等お願いしたいと思い

ます。 

その前に、先ほど大塚委員から指摘のあった、資料５の「富津市経

営改革に向けた提言」について、私共の考えということを示したわけ

ですが、ここでプランの骨子は説明を受けたのですが、もし、先ほど

の提言について市の方から何かコメント等があれば併せてお願いし

たいと思います。 

今提言をいただきましたものを含めて経営改革プランの骨子案の

項目を挙げてみましたので、その中で計画を進めて行きたいと思いま

す。参考とさせていただきます。 

それでは、提言を踏まえて市としてプランを今後詰めて行きたいと

いう市長のお話でしたので、このプランの骨子案について、委員の皆

さんの意見をお願いします。 

笠原委員 

今、公認会計士の落合先生からのシミュレーションもありまして、

８億７，０００万円という数字、非常に大きな数字。基礎的財政収支

を改善しなくてはいけないということなのですが、我々企業でもそう

ですが、経費削減というのは意外と効果は出ないものなのですよね。

「皆でケチケチやろう、給料を見直そう」とか言っても、特に富津市

の場合、職員の給料は県内最低レベルというところまでやっています

し、いろいろ見直すところは有るにしても、いわゆる歳出削減という

のは痛みを伴うし、気持ち的にもネガティブになるし、やらなくては

いけないのですが大変なのですよね。会社で言えば売り上げ増を追い

かけるということで号令をかけると、皆ポジティブに頑張ろうという

ことになるわけで、やはり、収支改善をするとしたら歳入アップ、何

とか歳入を増やすことができないかというところを、まずは集中的に

知恵を絞って取り組むべきだと思います。 

我々の提言の「その他歳入増加策」というところに「都市計画税の

課税」ということを盛り込ませていただいているのですが、市からの

プラン骨子案にはそれが省かれてしまっているのですけれども、富津

市はなぜ都市計画税を課税しないのか、その辺について方針とか経緯

についてお聞きしたいと思うのですが。 

市民部長 
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磯貝市民部長 

笠原委員 

磯貝市民部長 

笠原委員 

堺谷会長 

磯貝市民部長 

笠原委員 

磯貝市民部長 

それでは都市計画税ということで、笠原委員からのご質問ですが、

富津市におきましては都市計画税条例というものがございます。ま

ず、この経緯についてお答えいたします。 

この都市計画税条例につきましては、都市計画事業の費用に充てる

ための目的税として、平成１４年９月に制定をいたしました。しかし

ながら、条例制定時の厳しい社会経済情勢を踏まえ、都市計画税の導

入時期を平成１９年度までの間において別に条例で定める日から施

行することといたしました。その後、平成１９年に地域の社会経済情

勢等から総合的に勘案しまして、この条例は別に条例で定める日から

施行するという改正をいたしました。その後、施行する期限を設けず

に現在に至っていると、このような状況でございます。 

分かったような、分からないような感じなのですが。 

都市計画税のことに触れると、皆さんなぜか非常に口が重くて、い

ろいろ難しいということや、これは目的税であってといった形式論が

出てきて、どうも聞いていると、やらなくていい理由を探しているよ

うに聞こえてしまうのですが。都市計画税を課税するとどのくらいの

財源になるのでしょうか。試算はできているのでしょうか。 

富津市内で旧富津地域、大佐和地区の一部が課税できるという状況

になっております。その中で都市計画税につきましては、上限税率が

１００分の０．３を超えないということで、仮に１００分の０．３で

この地域を試算しますと、１年で３億７、８，０００万円程度、大ま

かな試算でございますけれどもそういう税額になります。 

当然近隣の市町村、君津も木更津も都市計画税を課税しています。

それをもって下水道整備などをやってきていると思うのですが、富津

市は課税してこなかった。それで今こういう事態になっているわけで

すよね。１年に３億円ですから、平成１４年からですと既に３０億円、

４０億円課税できていたのに取り逃がしてしまったということだと

思います。 

近隣だけではなく県内を見た時に都市計画税を課税していない自

治体というのはどのくらいあるのですか。 

市民部長 

県内３７市ございます。この中で都市計画税を課税していない市

は、富津市を含めまして９市ございます。 

９市の内訳は。 

浦安市、匝瑳市、山武市、大網白里市、いすみ市、勝浦市、鴨川市、

南房総市、以上でございます。 
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笠原委員 

佐久間市長 

笠原委員 

大半の自治体は都市計画税を課税しているわけですよね。私自身富

津市に住んでいます。千種新田、大佐和地区に家を持っていますので

個人的にはあまりありがたい話ではないのですが、やはりこれは検討

すべき課題ではないのかなと思います。 

先ほどの話の中でも橋りょうの長寿命化とか、道路整備とか今後の

課題の中にそういう事業がありますよね。それから都市計画税の使途

としては、過去の道路整備などで出来てしまった借入金の返済に回す

とかいろいろ方法はあると思います。富津市は今までそういった事業

を一般財源で賄ってきたということで、これは非常に苦しかった過去

であり、現在の市政というよりも過去の行政の怠慢でもあったと思い

ます。でも条例があるということは議会でも課税しましょうというこ

とで通っているわけですから、そういうことではないのですか。 

そもそも課税する気が無いのに条例を作ったのですか、どうなので

しょうその辺は。 

これは、今のお話のように目的税でありますので、その目的のため

に課税をしようというところで条例制定したところであります。 

ただ、お話のありましたように社会的情勢で取れなかった。本来で

いけば都市計画決定した時に都市計画税条例を制定して課税、徴収す

ることが一番最初の出発点になろうかと思いますけれども、これにつ

いては昭和４６年の３町合併の時に都市計画法が変わったこと、財政

もタッチゾーンで富津、大佐和、天羽でそれぞれのやり方をしたこと、

これによって都市計画税がかけにくい状況であったことが言えます。

そういった中で平成１４年に都市計画税条例を制定したわけです

けれども、これについては申し上げましたように、課税する日は別に

定めるというようになっているわけで、それは社会情勢でそのように

なったわけです。 

それと都市計画税条例をみると、富津都市計画と大佐和都市計画で

は区域区分にしている都市計画と、用途のみの都市計画でありますの

で、そのまま都市計画税を課税していかがなものかというところも、

一部見直しをしなければいけないのではないかというところもあり

ますので、その辺は都市計画税条例自体を見直しする必要があるので

はないかと。 

それから都市計画自体を変更したりすることも出てくるでしょう

から、その辺との絡みが出てくるのではないだろうかと考えます。 

社会情勢を考えて課税する機会を逸してしまったと、そういうこと

かと思いますが、やはり普通の自治体は取っている税金でございます

ので、何とかして取れないかと工夫して知恵を絞ってやるべきだと思

うのですけれども。 

歳出削減を８億円もやらなくてはいけないということになります

と、「あれも出来ない、これも出来ない」になってしまいますよね。

道路や下水道だって老朽化します。使えばどんどんダメになる。それ

をどんどん更新していかなくてはいけない。それが、「無い袖は振れ
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堺谷会長 

ない」ということになってしまうと本当に富津市はみすぼらしいオン

ボロ自治体になってしまいます。どんどん人口が減ってしまいます。

私共の会社で４月に新入社員が入ってきますと、今の若い人は寮に

入るとかは好まないので、また、この辺アパートも手頃なものが沢山

あるので「会社で家賃補助するから自分で借りてください」というこ

とで、自分で借りてもらうのですけれども、会社としてはなるべく工

場の近くに住むようにと誘導するのですけれども、大学出てきた新入

社員の半分以上が君津に借りるのですよね。何故かというと「青堀駅

を見てここには住めないと思った」とか、市街地の未発達ぶり、田舎

っぽさを見て君津にしたと。通勤は大変であるけれども君津に借りた

と。若い人から見て非常に魅力のない、住みたくない街になってしま

っています。やはり富津市の顔である青堀駅、ホームに屋根もかかっ

ていなくて、掘っ建て小屋のような駅舎で、どこかのリゾート地だっ

たら情緒があっていいのかも知れませんが、自分が住む街として見た

時には余りにもみすぼらしい。 

それからバスターミナルもきちんとしたものが無いと。私はバスタ

ーミナルを造るのであれば君津や木更津のバスターミナルよりもも

っと競争力のある、既存のバスターミナルは単機能ですよね。そうで

はなくてショッピングとか飲食の機能も一緒にした素晴らしいバス

ターミナル、しかも駐車場もタダでもいいのではないかというくらい

の、君津や木更津の人がこちらに来て乗って行くくらいのバスターミ

ナルを整備するとか、そういったことをどんどん打って行かないとど

んどん人口減少してしまう。新しい人は誰も住まないみすぼらしい街

になってしまう。そうすれば結果として土地の値段も下がりますよ。

むしろ都市計画税をきちんと取って、負担する人が受益するというこ

とで戦略的な市街地の整備をきちんとやって行く、駅もきれいにす

る、駅前整備もきちんとやる、そういうことで街を魅力的にするとい

うこと、それによって自分達の固定資産の価値も上がるのだという考

え方ですよね。 

私は、そういう考え方でどんどん戦略的な街の整備、都市のインフ

ラ整備というものを、都市計画税を課税して進めていただきたいと。

それで富津市を魅力ある都市に生まれ変わらせていただきたいとい

うように思うわけなのですけれども。 

是非とも都市計画税、せっかく条例もあるのですし。いろいろ見直

しが必要かも知れませんが課税するように。反対も多いかも知れませ

ん、課税される方からは。でも、恐らく標準的な住宅に係る都市計画

税は年間数千円、そのくらいかと思うのですが、その辺もよく試算し

ていただいて皆さんが納得いくような将来構想を描いて、そのために

は都市計画税を課税しますという説得力を持ってやっていただきた

いと思う次第です。 

この提言の中に盛り込ましていただきましたので、是非とも検討を

お願いいたします。 

ありがとうございました。 
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大塚委員 

堺谷会長 

原田副会長 

他にどうでしょうか。 

大塚委員 

今の笠原委員の意見ほど深いものではないのですけれども、今回こ

の骨子案を見させていただいて、まず第一に「是非今後トーンダウン

はさせないでください」ということをお願いします。今回のものをま

ずはしっかり作る。かなり私達が提言に入れた内容を踏まえていただ

いていますし、かなり踏み込んだ内容となっています。「ゼロベース」

であったり「見直し」であったりという部分は入っておりますので、

今後この内容を具体化していく中で、「ここがちょっとできなくなっ

たので」とトーンダウンして行くことが怖いです。やはり今回のもの

を維持したかたちで改革案を作っていただきたい、この点をまずお願

いとして申し上げます。 

私としては個人的にではあるのですが、非常に重視したいのは４番

目「経営改革の基本方針」「（２）明確な目標設定」の部分、先ほど落

合委員の方からシミュレーションもあり、幾つかのシナリオがありま

した。正直、我々の経営改革会議でどれを採るべきかなかなか言えな

いと思っています。これは富津市の政策決定の話であって、方針であ

って、このシナリオのどれを狙うのか、それに加えて原田副会長から

以前から指摘されているインフラの問題もあって、そういうことも踏

まえて、笠原委員から言われたようにもっと将来的なことを踏まえて

積極的な整備も図って行くのだという将来像を描いた目標になるの

かどうか、そこは市としてどういう方針を立てられるのかをはっきり

していただいて、こういう将来像を描いたうえでこういう目標にする

と。目標の根拠がはっきり分かるようなかたちで目標設定をしていた

だいて。ただ、目標設定の根拠となるものと具体的な目標が合致して

いるかというところはここで検討させていただくことになるかも知

れませんが、ここの目標がはっきり、なおかつ、具体的に意味のある

ものになっていないと、その後の収支見通しが妥当であるのかどうか

の評価もできないですし、いったいどこを狙って行くのかということ

を少し、ここは市としてはっきりとした方針を出していただきたいな

というように思います。この辺もご検討頂きたいと思います。 

他にございますか。 

原田副会長 

まず、一つ大きな感想めいたお話を申し上げたうえで、各論を幾つ

か申し述べさせていただきたいと思います。 

まず大きな話としては、全体を通してこれはどうしても従来の行政

改革の延長線に立たざるを得ないということは理解しますが、先ほど

笠原委員からご指摘がありましたけれども、どちらかと言うと経費節

減というか、当然、歳入確保についても言及はありますが、どちらか

と言うと「縮み志向」になってきている。これは確かに今までの行財

政運営を改めるということですから仕方がないのですが、何が言いた
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いかというと、もう少し明るい展望というか「行政経営」という以上

は、これは日々企業経営の第一線に立っておられる笠原委員には恐縮

なのですが、行政もそれと同じようなかたちで明るい展望の開ける組

織として、そこで働く職員が活き活きと働いて、それが一般の市民の

方々にプラスになって行くような地域経営、行政経営というのが必要

ではないかと私は思っております。そういった観点からすると、この

計画の内容にもう少しそういった観点が必要なのではないかと思っ

ております。 

そのうえでどうすればいいのかというところで、これは改めて会議

の場でも経営改革プランが煮詰まってくれば再度申し上げたいと思

いますが、今の段階で申し上げておきますと、４番目の「経営改革の

基本方針」というところで、「（１）経営資源を根底から見直す」とい

うところで、「ヒト」「モノ」「カネ」とございます。やはり私はこの

うち「ヒト」に着目したいと思います。行政は正に人材としての職員

が、住民の方々に行政サービスを提供するということに尽きるもので

ありまして、やはり「ヒト」という要素、職員の質というところがそ

れぞれの自治体の良し悪しを決めると私は思っておりますので、是非

この中に「職員の人材育成」、あるいは、職員のやる気を高める「報

われる仕組みづくり」という要素を是非盛り込んでいただきたいと思

っております。恐らく市の方でも人材育成基本方針を定めておられる

と思いますが、今一度前向きな観点から、行政経営という観点から是

非そういう要素を盛り込んでいただきたい、またそれを具体の制度と

いうか仕組みづくり、そういうものも是非実行していただきたいと思

います。 

それからもう一つは、これはこの部分に入れるかどうかなのです

が、５番目の「経営改革に必要な具体的措置」の「（２）歳出に関す

る事項」で「②職員数の見直し」というところがございます。その中

の具体的な項目として「イ 行政組織の簡素化」というのがあります

が、これも単に簡素化するということだけではなくて、市長に本日ご

出席いただいておりますけれども、市長のリーダーシップを十分発揮

していただけるような仕組みづくり、いわゆる「トップマネジメント

機能」を強化するような仕組みづくり、そういった要素も盛り込んで

いただきたいと思っております。 

それからもう一つなのですが、先ほど職員のやる気を高める「報わ

れる仕組みづくり」や「職員の人材育成」ということを申し上げまし

たが、やはり「組織の在り方」について、旧態依然のことをやってい

るのではなくて、いわゆる「目標管理志向」型の組織と言うのでしょ

うか、そういう組織を目指す要素が必要なのではないかと思っており

ます。具体的に言いますと、これは今後整理が必要だと思いますが、

５番目の「経営改革に必要な具体的措置」の「（３）業務改革の徹底」

辺りに盛り込まれるものだと思いますが、この中で「それぞれの地域

が抱えている課題の解決に向け目標を定めて、その達成に取り組んで

行く」という、民間の組織であれば当たり前なのですが、役所ではな

かなかそういう発想には立たないのですが、是非そういう前向きな組
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堺谷会長 

落合委員 

堺谷会長 

刈込企画財政部

長 

織を目指していただきたいと思っております。これも幾つかの自治体

では既に取り組んでおりますけれども、富津市におかれても年度当初

に各部、各課で目標を定めて、なおかつ、それをホームページなどを

活用して一般の市民の方々に公表するというようなことの中で「一年

間きっちりそういうことでやって行くのだ」という仕組みを盛り込む

ことをこの中で謳っていただきたいというように思っております。 

それと、今まで申し上げてきたのは「ヒト」の話ですが、今度はど

ちらかといえば経費の話で、これは再三再四申し上げている公共施

設、あるいは、インフラ資産の関係です。５番目の「経営改革に必要

な具体的措置」の「（２）歳出に関する事項」の「③公共投資の重点

化」の中でも書いていただいていますが、是非この「ア」「イ」に関

する具体的内容を盛り込むにあたっては、「施設の集約化」や「複合

化」について踏み込んでいただきたいと思っておりますし、「機能の

見直し」も是非お願いしたいと思っております。 

骨子の段階で申し上げるのはどうかと思いましたが、幾つか細かい

点も含めて述べさせていただきました。これは今後プランを煮詰めて

行く段階で、是非そういう観点から対応していただきたいというお願

いでございます。 

以上です。 

ありがとうございました。 

他にどうでしょうか。 

落合委員 

二点。最初の疑問点で「３基本的事項」「（１）計画期間」が２７年

度から３１年度の５年間であるということですが、予算としてはもう

終わりますので、予算年度としては２８年度から３２年度であろう

と、年度が１年ずれますよね。そこを整理しておかないといけないの

ではないのかと。 

もう一点が「４経営改革の基本方針」「（３）確実な実行」「イ 枠

配分予算方式の導入」枠配分予算方式というのは既存の予算配分を前

提とした方式だと思いますけれども、今回経営改革をしてゼロベース

で見直しするわけですから、枠配分予算方式はあり得ないのではない

のかなと、今年度２７年度予算ためだけの臨時的な措置ではないのか

と思うのですがどうでしょうか。 

今の二点、市の方ではどうですか。 

企画財政部長 

枠配分方式は、おっしゃるとおり今年度初めて実施したかたちの中

で課題もございました。こちらの方はこのやり方で固定ということで

やらせていただいたわけではありませんので、今後、事務執行を見た

中で考えて行きたいと思います。 

予算年度としては２８年度から３２年度ということですが、経営改
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堺谷会長 

大塚委員 

堺谷会長 

笠原委員 

革では２７年度から３１年度の収支見込み、こちらの策定時期もあろ

うかと思いますが、こちらの方につきましても収支の根拠をいつにす

るかについて検討させていただきます。 

ありがとうございました。 

他によろしいですか。 

一点だけ。これは改めて見ていて気になるのであえて申し上げま

す。 

「４経営改革の基本方針」「（１）経営資源を根底から見直す」「②

モノ（事務事業・公共施設）」にも公共施設、あるいは、原田副会長

ご指摘のインフラもあるので、「５経営改革に必要な具体的措置」の

中に「施設の実状の調査」、あるいは、千葉県下では習志野市がやっ

た「施設マネジメント白書」のような施設単位での現状と維持負担と

いったものを具体的に調査するようなことも具体的に書いていただ

いた方がよいのではないかと。それがあっての具体的な「身の丈に合

った公共施設の再配置」であるとか、あるいは「重点化」という話が

出てくると思います。その一項目を具体的に挙げていただいた方がよ

いのではないかと、改めて見ていて思いましたので一言加えさせてい

ただきます。 

ありがとうございました。 

笠原委員 

経営改革の提言の中に「市長をはじめとする市の経営陣は、「覚悟」

を持って改革に取り組み、末端職員までの情報共有を行った上で徹底

した改善意識の醸成を図る必要がある。」と最初の「経営改革にあた

って」というところに書かせていただいたのですが、今日、ここに来

ていただいている部局長は全部局を網羅していないですよね。今回、

最初に頂いた座席表では非常に市の幹部職員の出席人数が少なく、委

員の中でも「ずいぶん減りましたね。」と言っていました。その後大

分動員をかけたのか、大分増えていますが、いろいろ事情があって来

られない方もいるでしょうが、やはり市長、トップが経営改革に取り

組もうと経営改革会議を立ち上げて、しかも委員の方々は北海道から

東京からと一日潰して手弁当で来て、この会議の場だけではなく情報

交換、意見交換でもの凄く時間を取られているわけです。こういう体

制でやっている中で、市長がリーダーシップを発揮してやろうという

時に、「俺は会議には出ないよ。」という人がいるのであれば、こんな

たるんだ組織では仕事にならないですよね。大体、若い心ある職員が

やる気を無くしてしまいますよ。企業であればそんなことは許されな

いわけですし、役所であっても「俺は会議には出ないよ。」という人

がいるのであれば、その「職を解く」ということくらい厳しくやると

いうことで臨まないと改革などとてもできないと思います。一つその

辺、市長厳しくご指導をお願いしたいと思うのですけれども、よろし
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くお願いいたします。 

緊急改革の平成２７年度予算のところでも各委員から申し上げま

したが、緊急改革は、それはそれで了解する、ただ構造改革、根本的

な改革が今回の目標なのでその辺はお忘れなくという発言を、各委員

から繰り返し申し上げてきました。 

今のプランの骨子についてもいろいろ確認もありましたので、プラ

ンの骨子から文書化したものに肉付けしてくるわけですので、次回、

それを示していただいて議論して行きたいと思います。次回の肉付け

したプランについて期待していますし、また、議論もお願いしたいと

思います。 

今日予定した資料の議論については以上で終わりました。 

長時間ありがとうございました。以上で会議を終了させていただき

ます。 

ありがとうございました。 

以上 


